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令和元年度農林水産業への新規就業者について 
 

令和２年８月 19 日 
農 林 水 産 局 

１  令和元年度新規就業者数 

農  業 林  業 水 産 業 合  計 

97人（120人） 45人（58人） 18人（39人) 

160人 
(217人） 

農業法人 67人（72人） 

森林組合 
19人 
(30人) 

海面漁業 
(養殖業含む） 

18人 
（39人） 

 集落法人 9人（20人） 

 農業参入企業 8人 （9人） 

 その他の法人等 50人（43人） その他の 
民間経営体 

26人 
(28人) 個別経営体（独立自営等） 30人（48人） 

                                 ※（ ）内は平成 30年度の就業者数 

 

２ 年度別新規就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 年齢別新規就業者数 
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農業 

〇 林業 

〇 水産業 20～29歳 
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４ 令和２年度の主な取組内容 

 

（参考）平成 30年度新規就業者の定着状況について 

新規就業後１年目の定着状況を調査した結果は次のとおり。 

区分 
新規就業者数 

定着率 
 定着 離農・離職 不明 

農業 
法人就農（雇用就農） 72 52 10 10 72％ 

個人就農（独立自営等） 48 44 3 1 92％ 

林業 58 54 4 0 93％ 

水産業（海面漁業，養殖含む） 39 27 12 0 69％ 

 

分 野 主な取組内容 

分野共通 

新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえた取組を検討・実施する。 

・Web 会議システムなど，インターネット技術を活用して，就業希望者等が非対面でどこからで

も相談できる取組の実施 

・対面型の研修等において間隔をあけた座席にするなど，感染防止策を実施することで，安心し

て研修が受講できる環境を整備 

・対面型の就業フェア等への参加時期について，就業希望者等が参加しやすいコロナウイルス感

染症拡大の影響の少ない時期へ移行 

農 業 

・Web を活用した就農相談会の実施について検討し，研修生の確保に努めるとともに，ひろしま

農業創生事業により整備した研修施設による技術習得や農地集積など，就農希望者の研修から就

農・定着までを一体的に支援する。 

・これまでの対面による就農相談に加え，県外在住者及び新型コロナウイルス感染拡大の懸念等

から来庁できない方に向けて，Webを活用した相談を実施する。 

・県，市町，研修機関等の担当者と新規就農者を確保・育成するための方策について協議を行い，

それぞれの機関が実施する事業等の連動を図る。 

・各機関の研修内容等を「就農応援ガイドブック」としてまとめ，就農希望者へ周知する。 

・就農前の研修期間と就農直後の不安定な所得を支援する農業次世代人材投資資金を交付する。 

林 業 

・林業労働力確保支援センター等と連携して，就業希望者に対する林業の基礎的知識等の習得研

修，就業者に対する専門技術習得研修を実施する。 

・就業希望者に対し，相談から就業・定住の斡旋まで一貫した支援を行う。（森林環境譲与税活

用事業） 

・林業就業者の受け皿となる林業経営体の経営や労働環境の改善を支援し，林業就業者の定着率

向上を図る。（森林環境譲与税活用事業） 

水産業 

・コロナウイルスの影響により，春から夏に実施予定であった県内外での就業フェアが開催でき

なかった。 

・広島県新規漁業就業者支援協議会が主体となり，Web を活用した就業相談，研修受講者募集等

を実施し，研修生の確保に努めるとともに，漁業制度の基礎から漁業技術まで一体的に習得でき

る研修等を支援する。 


